
証券コード 6096
平成29年６月６日

　

株主各位
東京都渋谷区神宮前六丁目27番８号
株 式 会 社 レ ア ジ ョ ブ
代表取締役社長 中 村 岳

　
第10期定時株主総会招集ご通知

　
拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申し上げます。
さて、当社第10期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださ
いますようご通知申し上げます。
なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができます
ので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の議決権
行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成29年６月20日（火曜日）営業
時間終了時（午後５時）までに到着するようご返送くださいますようお願い申し上げ
ます。

敬具
記

1. 日時 平成29年６月21日（水曜日）午前10時（受付開始 午前９時30分）
2. 場所 東京都渋谷区神宮前六丁目27番８号 京セラ原宿ビル２階

株式会社レアジョブ 本店会議室
（末尾の会場ご案内図をご参照ください）

3. 株主総会の目的事項
報告事項 1. 第10期（平成28年４月１日から平成29年３月31日ま

で）事業報告及び連結計算書類並びに会計監査人及び監
査等委員会の連結計算書類監査結果報告の件

2. 第10期（平成28年４月１日から平成29年３月31日ま
で）計算書類報告の件

決議事項
第１号議案 定款一部変更の件
第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件

以 上
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〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くだ
さいますようお願い申し上げます。
　なお、株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じ
た場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.rarejob.co.jp）に
掲載させていただきます。
　本定時株主総会招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、「業務の適正を確保する
ための体制及びその運用状況の概要」、「連結計算書類の連結注記表」及び「計算書
類の個別注記表」につきましては、法令及び当社定款第15条の規定に基づき、イン
ターネット上の当社ウェブサイト（http://www.rarejob.co.jp）に掲載しておりま
すので、本定時株主総会招集ご通知添付書類には記載いたしておりません。従いま
して、本定時株主総会招集ご通知添付書類は、監査等委員が監査した事業報告及び
会計監査人が監査報告書を作成するに際して監査をした連結計算書類又は計算書類
の一部であります。
【ご案内】
　 当日ご出席の株主様には、お土産をご用意しております。ただし、議決権行使書
用紙の枚数に関わらずご出席の株主様１名様につき１個とさせていただきます。
　 また、株主総会終了後、株主の皆様の当社に対する理解をより深めていただくた
め、同会場において「会社説明会」を開催いたしますので、引き続きご参加くださ
いますようお願い申し上げます。
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（添付書類）

事 業 報 告

（平成
平成

28
29
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

1. 企業集団の現況に関する事項
（1）事業の経過及びその成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、政府と日銀による経済政策及び金融政
策の効果を背景に、企業収益や雇用環境が改善し、緩やかな景気回復基調が続い
ております。しかしながら、米国の新政権発足に伴う政策の不確実性や各国で頻
発するテロ問題等、地政学リスクの高まりにより、景気の先行きは依然として不
透明な状況で推移しております。
　そのような状況の下、日本企業においては、将来の国内市場の成熟や縮小を見
据え、海外への事業展開や海外企業のM&Aなど、グローバル化の動きがより一層
進展しております。また、文部科学省においては英語教育見直しの議論を継続し
て行っており、大学入試においても英語４技能を測定する資格・検定試験の活用
が始まっております。その結果、英会話学習のニーズは、単に趣味として英語を
話して楽しく過ごすことではなく、「ビジネスパーソン」や「学生」などが英語を
話せるようになるという「成果」に変化しつつあります。
　このような環境の中、当社グループでは、従来の英会話の場を提供する低価格
のオンライン英会話サービスから、英語が話せるようになるための高付加価値な
教育サービスへ進化すべく、サービス拡大や品質向上に取り組んでまいりました。
　サービス拡大の取組みとしては、短期間で英語を話せるようになりたいという
お客様のニーズに応えるため、オンラインとオフラインを組み合わせたブレンデ
ィッドサービスである「本気塾」サービスの提供を開始いたしました。また、株
式会社増進会出版社と共に、主に学生向けのサービスである「Z会Asteria」を共
同開発し、サービスの提供を開始いたしました。これらのほかにも、講師のトレ
ーニングの強化や教材の大幅見直しのリニューアルを昨年度行った「ビジネス英
会話コース」の本格提供を開始したほか、平成29年１月には当社創業以来初の
M&Aを実施し、子ども向けに特化したオンライン英会話スクールを運営する株式
会社リップル・キッズパークを完全子会社化いたしました。
　品質向上の取組みとしては、システム開発や教材の見直し、講師トレーニング
の強化のほか、平成28年９月には安定的に質の高いレッスンを提供するための体
制構築を目的として海外子会社を新設し、レッスン供給センターを開設いたしま
した。
　その他にも、法人及び学校などの教育機関向けの営業体制の強化を行い、その
中でも関西地域への営業の足掛かりとして大阪支社を設立いたしました。
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　これらの取組みにより、個人ユーザーのアクティブ会員数は当初の想定を下回
ったものの、ビジネス英会話コース会員の増加や、カウンセリングサービスなど
のオプションサービスがついた「あんしんパッケージ」の売上増加により、一人
当たりの売上は増加いたしました。また、法人累計導入社数は1,200社を突破し、
学校などの教育機関の導入校数も128校を超え、法人及び教育機関向けの売上に
つきましては急速に拡大しております。
この結果、当社グループの当連結会計年度における売上高は2,587,247千円と
223,909千円（前連結会計年度比9.5％）の増収、営業利益は36,199千円と
19,004千円（同110.5％）の増益、経常利益は16,670千円と62,688千円（同△
79.0％）の減益、親会社株主に帰属する当期純利益は1,914千円と109,530千円
（同△98.3％）の減益となりました。
なお、当連結会計年度におきましては、経営体制及び今後の事業展開、内部留
保の充実を図るために、誠に遺憾ながら、配当を見送らせていただくことといた
しました。

（2）設備投資の状況
当連結会計年度の設備投資は、海外子会社におけるレッスン供給センターの新
設に伴う有形固定資産の取得及びソフトウエアの開発など総額202,401千円とな
っております。

（3）資金調達の状況
当連結会計年度中にストック・オプション行使による払込を受けたことから、
発行済株式総数は11,600株増加し、資本金及び資本剰余金はそれぞれ3,100千円
増加いたしました。

（4）他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
平成29年１月11日付で株式会社リップル・キッズパークの全発行済株式を
132,000千円で取得しております。
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（5）対処すべき課題
当社グループが事業展開するオンライン英会話サービスは、日本及びフィリピ
ンの経済環境の変化、日本人の英語ニーズの変化、インターネット接続環境の変
化に影響を受け、これらに柔軟に対応していくと共に、新規参入企業との差別化
の推進や収益性の向上に取り組み、強固な事業基盤を確立していく必要があると
考えております。このため、以下の事項を今後の主要な課題として認識し、事業
展開を図る方針でおります。
① オンライン英会話レッスンの拡充について
今後の事業拡大のためには、よりユーザーのニーズに応じたオンライン英会
話レッスンの拡充を図る必要があると認識しております。
　近年では、英会話学習のニーズは、単に趣味として英語を話して楽しく過ご
すことではなく、「ビジネスパーソン」や「学生」などが英語を話せるようにな
るという「成果」に変化しつつあります。これに対してビジネス英会話コース
をリリースしたほか、オンラインだけでなくオフライン学習指導により短期間
で英会話力を伸ばす「レアジョブ本気塾」といったサービスを開発し、成果を
求めるユーザーのニーズに応じたレッスンを提供していきたいと考えておりま
す。
　引き続き、オンライン英会話レッスンの拡充に取り組み、ユーザーのニーズ
に応えるほか、国際社会での協働を可能にする英語コミュニケーション能力を
備えた人材を育成し、社会の革新と発展に貢献してまいります。
② 法令等への対応について
当社グループでは、従前よりコンプライアンスを重視しており、その強化に
取り組んでおります。当社グループの提供するオンライン英会話レッスンは、
その殆どが「特定商取引に関する法律」における通信販売に該当し、同法並び
に関連法令に基づく規制を受けておりますが、同法を順守し、公正且つ誠実に
運営をするべく努めております。
　また、多くの個人情報を取り扱っており、個人情報保護法への対応が非常に
重要であるとも認識しております。既に当社はプライバシーマークの認証を取
得しておりますが、当社グループで継続的改善に取り組み、より高いレベルの
運営を目指してまいります。
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③ 組織体制、人材の強化について
当社グループが、業容の拡大及び経営体質の強化を実現していく上で、人材
の確保・育成は不可欠であります。そこで、当社グループは毎期着々と従業員
が増加する中、社員研修制度の充実、公正な人事制度の確立などに取り組むこ
とで、将来、当社グループの核となる優秀な人材の確保・育成を図ると共に、
事業をより効率的且つ安定的に運営していくため、適宜、組織体制の最適化を
図ってまいります。

④ システムの安定的な稼働と強化について
当社グループの事業は、主にインターネット上で展開していることから、サ
ービス提供に係るシステムの重要性は極めて高いものであり、当該システムを
安定的に稼働させることが事業展開上重要であります。従って継続したサーバ
ー機器の増設及びその負荷分散等の安定運用にかかる投資が必要となり、今後
においても、新サービスの立ち上がり等に伴うアクセス数の増加を考慮し、シ
ステム強化を継続していく方針であります。
⑤ 当社グループブランドの知名度向上について
当社グループは、インターネットの普及や英語教育の重要性の高まりと共に、
新聞・テレビ・雑誌等各種マスメディアで紹介される機会が増加したことから、
徐々に知名度が向上しつつあると認識しております。しかしながら、更なる事
業拡大及び競合企業との差別化を図るにあたり、当社グループのサービスブラ
ンドを確立し、より一層知名度を向上させていくことが重要です。今後も、費
用対効果に注意を払いながらプロモーション活動を強化してまいります。

株主の皆様におかれましては、今後とも格別のご支援を賜りますようお願い申
し上げます。
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（6）財産及び損益の状況の推移

区分 第７期
（平成 26年３月期）

第８期
（平成 27年３月期）

第９期
（平成 28年３月期）

第10期
（当 連 結 会 計 年 度）
（平成 29年３月期）

売 上 高（千円） 1,690,080 2,112,431 2,363,338 2,587,247

経 常 利 益（千円） 103,539 145,328 79,359 16,670
親会社株主に
帰 属 す る
当 期 純 利 益

（千円） 35,307 107,229 111,445 1,914

１ 株 当 た り
当 期 純 利 益（円） 20.21 56.15 50.92 0.83

総 資 産（千円） 830,287 1,168,079 1,641,886 1,746,953

純 資 産（千円） 287,053 577,936 1,226,658 1,251,920
１ 株 当 た り
純 資 産 額（円） 159.38 292.60 527.34 536.97

（注）１．１株当たり当期純利益は期中平均発行済株式総数により、１株当たり純資産額は期末発行
済株式総数により算出しております。

２．当社は、平成26年４月11日付で普通株式１株につき普通株式100株の割合で株式分割を行
っております。そのため、上記第７期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当
たり当期純利益及び１株当たり純資産額を算定しております。

　
（7）重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社の状況
該当事項はありません。

　
② 重要な子会社の状況

会社名 資本金 出資比率 主要な事業内容

RareJob Philippines, Inc. 9,350千
フィリピンペソ 99.995% 英会話講師の選定・教育・

管理業務

ENVIZION PHILIPPINES, INC. 10,000千
フィリピンペソ 99.995% オンライン英会話レッスン

の提供

株式会社リップル・キッズパーク 3,000千円 100.0% 子ども向けオンライン英会
話スクールの運営

RIPPLE KIDS EDUCATIONAL
SERVICES, INC.

10,000千
フィリピンペソ 99.995% オンライン英会話レッスン

の提供
（注）１．ENVIZION PHILIPPINES, INC.は平成28年８月11日に設立しております。

２．株式会社リップル・キッズパークは平成29年1月11日付で全発行済株式を取得し、当社の
完全子会社となりました。

３．RIPPLE KIDS EDUCATIONAL SERVICES, INC.は平成28年11月21日に設立しておりま
す。

　
③ 事業年度末日における特定完全子会社の状況

該当事項はありません。
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（8）主要な事業内容（平成29年３月31日現在）
無料のインターネット通話ソフト＝SkypeTM（スカイプ）を使用してマンツー
マンの英会話レッスンを提供しております。

（9）主要な事業所（平成29年３月31日現在）
① 当社

名 称 所 在 地

本 社 東京都渋谷区

大阪支社 大阪府大阪市北区

（注）平成28年４月１日付で大阪支社を新設いたしました。
　
② 子会社

名 称 所 在 地

RareJob Philippines, Inc. フィリピン ケソン市

ENVIZION PHILIPPINES, INC. フィリピン カガヤン・デ・オロ市

株式会社リップル・キッズパーク 東京都渋谷区

RIPPLE KIDS EDUCATIONAL
SERVICES, INC. フィリピン セブ市

　
（10）従業員の状況（平成29年３月31日現在）
① 企業集団の従業員数
従業員数 前期末比増減

361名(69名) 146名増(10名増)
（注）１．従業員数は就業人数であり、臨時従業員等は（ ）内に年間平均雇用人員を概数で記載し

ております。
２．従業員数の増加の主な理由は、ENVIZION PHILIPPINES, INC.が連結子会社となったこと

によるものであります。
　

② 当社の従業員数
従業員数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数

87名(38名) 17名増(12名増) 34.4歳 2.4年
（注）１．従業員数には、子会社からの出向者が含まれております。

２．従業員数は就業人数であり、臨時従業員等は（ ）内に年間平均雇用人員を概数で記載し
ております。

　
（11）主要な借入先（平成29年３月31日現在）

該当事項はありません。
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2. 会社の株式に関する事項（平成29年３月31日現在）
（1）発行可能株式総数 7,204,000株

（2）発行済株式の総数 2,325,700株

（3）当事業年度末の株主数 1,182名

（4）大株主の状況

株 主 名 持 株 数 持株比率

加 藤 智 久 530,000株 22.79％

三井物産株式会社 524,000株 22.53％

中 村 岳 480,000株 20.64％

株式会社増進会出版社 100,000株 4.30％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 77,200株 3.32％

投資事業組合GV-2 66,300株 2.85％

藤 田 利 之 54,400株 2.34％

YJ１号投資事業組合 50,000株 2.15％

植 田 豊 50,000株 2.15％

株式会社サイバーエージェント 35,000株 1.50％
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3. 会社の新株予約権等に関する事項（平成29年３月31日現在）
（1）当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状況

新株予約権の名称 第２回新株予約権 第３回新株予約権 第５回新株予約権

発行決議日 平成24年12月18日 平成26年２月４日 平成28年８月15日

新株予約権の数 172個 750個 1,544個

目的となる株式の種類と数
当社普通株式

　 17,200株

当社普通株式

　 75,000株

当社普通株式

　 154,400株

新株予約権の払込金額 無償 無償
新株予約権１個当たり

2,000円
（１株当たり20円）

新株予約権の行使価額
新株予約権１個当たり

30,000円
（1株当たり300円）

新株予約権１個当たり
110,000円

（1株当たり1,100円）

新株予約権１個当たり
143,600円

(１株当たり1,436円)
新株予約権の行使期間 平成26年12月20日～

平成34年11月30日
平成28年２月８日～
平成36年１月31日

平成29年７月１日～
平成33年９月７日

保有人数及び新株予約権の
数
　当社取締役 (監査等委員を除く) １名 36個 １名 120個 ３名 626個

当社社外取締役 (監査等委員を除く) ０名 ０個 ０名 ０個 １名 12個
当社社外取締役 (監査等
委員) ０名 ０個 ０名 ０個 ３名 36個

新株予約権の行使の条件 （別記）１ （別記）１ （別記）２

（注）平成26年３月25日開催の取締役会決議により、平成26年４月11日付で普通株式１株を100株に
株式分割いたしました。これにより第２回新株予約権の目的となる株式の数が172株から17,200
株に、第３回新株予約権の目的となる株式の数が750株から75,000株にそれぞれ変更になってお
ります。

（別記）新株予約権の行使の条件
１．新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において、当社又は当社子会社の取締役、監査
役、従業員その他これに準ずる地位を有していなければならない。ただし、取締役会が正当な
理由があると認めた場合は、この限りではない。その他条件は、当社と新株予約権の割当を受
けた者との間で締結した「新株予約権割当契約」で定めるところによる。

２．新株予約権の行使の条件は以下のとおりであります。
①新株予約権者は、平成29年３月期から平成31年３月期におけるいずれかの期の監査済みの当社
連結損益計算書（連結財務諸表を作成していない場合は、損益計算書）において営業利益が次
の各号に掲げる条件を満たしている場合に、割当てを受けた本新株予約権のうち当該各号に掲
げる割合を限度として当該営業利益の水準を最初に充たした期の有価証券報告書の提出日の翌
月１日から行使することができる。この場合において、かかる割合に基づき算出される行使可
能な本新株予約権の個数につき１個未満の端数が生ずる場合には、かかる端数を切り捨てた個
数の本新株予約権についてのみ行使することができるものとする。また、国際財務報告基準の
適用等により参照すべき営業利益の概念に重要な変更があった場合には、別途参照すべき指標
を取締役会にて定めるものとする。
（a）営業利益が150百万円を超過した場合、割当てを受けた本新株予約権の10％
（b）営業利益が250百万円を超過した場合、割当てを受けた本新株予約権の50％
（c）営業利益が500百万円を超過した場合、割当てを受けた本新株予約権の全て
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ただし、（a）（b）（c）のいずれの場合においても、平成29年３月期から平成31年３月期のい
ずれかの期の営業利益が、17百万円を下回った場合、行使可能となっている新株予約権を除き
それ以降新株予約権を行使することができない。
②新株予約権者は、新株予約権の権利行使時においても、当社または当社関係会社の取締役、監
査役または従業員であることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職、その他正当
な理由があると取締役会が認めた場合は、この限りではない。

（2）当事業年度中に職務執行の対価として当社使用人に交付した新株予約権の状況
平成28年８月15日開催の取締役会の決議による新株予約権

当社使用人

交付者数 44人

新株予約権の数 870個

目的となる株式の種類と数 当社普通株式 87,000株

新株予約権の払込金額 新株予約権１個当たり2,000円
（１株当たり20円）

新株予約権の行使価額 新株予約権１個当たり143,600円
（１株当たり1,436円）

新株予約権の行使期間 平成29年７月１日～平成33年９月７日

新株予約権の行使の条件 （別記）
　（別記）新株予約権の行使の条件

①新株予約権者は、平成29年３月期から平成31年３月期におけるいずれかの期の監査済みの当社
連結損益計算書（連結財務諸表を作成していない場合は、損益計算書）において営業利益が次
の各号に掲げる条件を満たしている場合に、割当てを受けた本新株予約権のうち当該各号に掲
げる割合を限度として当該営業利益の水準を最初に充たした期の有価証券報告書の提出日の翌
月１日から行使することができる。この場合において、かかる割合に基づき算出される行使可
能な本新株予約権の個数につき１個未満の端数が生ずる場合には、かかる端数を切り捨てた個
数の本新株予約権についてのみ行使することができるものとする。また、国際財務報告基準の
適用等により参照すべき営業利益の概念に重要な変更があった場合には、別途参照すべき指標
を取締役会にて定めるものとする。
（a）営業利益が150百万円を超過した場合、割当てを受けた本新株予約権の10％
（b）営業利益が250百万円を超過した場合、割当てを受けた本新株予約権の50％
（c）営業利益が500百万円を超過した場合、割当てを受けた本新株予約権の全て
ただし、（a）（b）（c）のいずれの場合においても、平成29年３月期から平成31年３月期のい
ずれかの期の営業利益が、17百万円を下回った場合、行使可能となっている新株予約権を除き
それ以降新株予約権を行使することができない。
②新株予約権者は、新株予約権の権利行使時においても、当社または当社関係会社の取締役、監
査役または従業員であることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職、その他正当
な理由があると取締役会が認めた場合は、この限りではない。

（3）その他新株予約権等に関する重要な事項
当社取締役、監査役及び従業員に対して発行しておりました第４回新株予約権
について、平成28年６月17日付で当社取締役、監査役及び従業員から放棄の申し
出がなされたことから、同日付で、第４回新株予約権のすべてが消滅しておりま
す。
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4. 会社役員に関する事項
（1）取締役の氏名等（平成29年３月31日現在）

氏 名 地 位 担当及び重要な兼職の状況

加 藤 智 久 代 表 取 締 役 会 長 RareJob Philippines, Inc. 取締役社長

中 村 岳 代 表 取 締 役 社 長

藤 田 利 之 取 締 役 副 社 長

五十嵐 幹 取 締 役

株式会社クロス・マーケティンググループ 代表取締
役社長兼CEO
株式会社クロス・マーケティング 代表取締役社長
株式会社リサーチ・アンド・ディベロプメント 代表
取締役

君和田 卓 之 取 締 役

三 原 宇 雄 取締役（監査等委員） 三原公認会計士事務所 所長

成 松 淳 取締役（監査等委員）
株式会社クロス・マーケティンググループ 社外取締
役
株式会社ヘリオス 社外監査役

大 村 健 取締役（監査等委員）

フォーサイト総合法律事務所 代表パートナー弁護士
パイプドHD株式会社 社外監査役
ユナイテッド株式会社 社外監査役
アライドアーキテクツ株式会社 社外監査役
株式会社イグニス 社外取締役

（注）１．当社は、平成28年６月22日付で監査等委員会設置会社に移行いたしました。これに伴い、
社外監査役の三原宇雄氏、成松淳氏及び大村健氏は、それぞれ、監査等委員である取締役に
就任しております。

２．取締役のうち、五十嵐幹氏、君和田卓之氏、三原宇雄氏、成松淳氏及び大村健氏は、会社
法第２条第15号に定める社外取締役であります。

３．監査等委員の監査・監督機能を強化し、取締役（監査等委員を除く）からの情報収集及び
重要な社内会議における情報共有並びに内部監査部門と監査等委員会との十分な連携を可
能にするため、三原宇雄氏を常勤の監査等委員として選定しております。

４．監査等委員のうち、三原宇雄氏及び成松淳氏は公認会計士の資格を有し、財務及び会計に
関する相当程度の知見を有しております。

５．監査等委員のうち、大村健氏は弁護士の資格を有し、企業法務に関する相当程度の知見を
有しております。

６．取締役五十嵐幹氏、三原宇雄氏、成松淳氏及び大村健氏は、東京証券取引所の定めに基づ
く独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

（2）責任限定契約の内容の概要
当社は、社外取締役全員と会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を

締結しており、当該契約に基づく賠償責任限度額は、会社法第425条第１項に定
める額を責任の限度としております。
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（3）取締役及び監査役の報酬等の総額

区 分 支給人数 報酬等の総額
取 締 役（監査等委員を除く）

（うち社外取締役）
４名
（１名）

52,841千円
（2,520千円）

取 締 役（監査等委員）
（うち社外取締役）

３名
　 （３名）

9,200千円
（9,200千円）

監 査 役
（うち社外監査役）

３名
（３名）

1,840千円
（1,840千円）

合計 10名
（７名）

63,881千円
（13,560千円）

（注）１．当社は、平成28年６月22日に監査役会設置会社から監査等委員会設置会社に移行しており
ます。

２．監査役に対する報酬の額は、監査等委員会設置会社移行前の期間に係るものであり、監査
等委員である取締役に対する報酬等の額は、移行後の期間に係るものであります。

３．期末現在の人員数は取締役（監査等委員を除く）５名（うち社外取締役２名）、取締役（監
査等委員）３名（うち社外取締役３名）であります。なお、上記の支給人員との相違は、
無報酬の取締役（監査等委員を除く）１名（うち社外取締役１名）が在任しているためで
あります。

（4）社外役員に関する事項
① 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人との関係
社外取締役五十嵐幹氏は、株式会社クロス・マーケティンググループ代表取
締役社長兼CEO、株式会社クロス・マーケティング代表取締役社長及び株式会
社リサーチ・アンド・ディベロプメント代表取締役を兼職しておりますが、当
該兼職先と当社との間には特別な関係はございません。
社外取締役（監査等委員）三原宇雄氏は三原公認会計士事務所の所長を兼職
しておりますが、当該兼職先と当社との間には特別な関係はございません。
社外取締役（監査等委員）成松淳氏は株式会社クロス・マーケティンググル
ープの社外取締役及び株式会社ヘリオスの社外監査役を兼職しておりますが、
当該兼職先と当社との間には特別な関係はございません。
社外取締役（監査等委員）大村健氏はフォーサイト総合法律事務所の代表パ
ートナー弁護士、また、パイプドHD株式会社、ユナイテッド株式会社、アライ
ドアーキテクツ株式会社の社外監査役及び株式会社イグニスの社外取締役を兼
職しておりますが、当該兼職先と当社との間には特別な関係はございません。
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② 当事業年度における主な活動状況
　

区分 氏名 主 な 活 動 状 況

取 締 役 五十嵐 幹
当事業年度開催の取締役会には16回中16回

（100.0%）出席し、IT業界の会社経営等につき、豊
富な経験と幅広い見識を有する発言を適宜行ってお
ります。

取 締 役 君和田 卓 之
平成28年６月22日就任以降に開催された取締役
会には12回中12回（100.0%）出席し、グローバ
ルな事業経営等につき、豊富な経験と幅広い見識を
有する発言を適宜行っております。

取締役 (監査等委員) 三 原 宇 雄

当事業年度開催の取締役会には16回中16回
（100.0%）出席し、また、監査役会には3回中3回
（100.0%）、 監 査 等 委 員 会 に は 10 回 中 10 回
（100.0%）出席し、公認会計士としての見識に基づ
き、議案・審議等につき必要な発言を適宜行ってお
ります。

取締役 (監査等委員) 成 松 淳

当事業年度開催の取締役会には16回中16回
（100.0%）出席し、また、監査役会には3回中3回
（100.0%）、 監 査 等 委 員 会 に は 10 回 中 10 回
（100.0%）出席し、経験豊富な経営者の観点及び公
認会計士としての見識に基づき、議案・審議、財務
及び会計、並びに内部統制についての発言を適宜行
っております。

取締役 (監査等委員) 大 村 健

当事業年度開催の取締役会には16回中15回
（93.8%）出席し、また、監査役会には3回中2回
（66.7%）、 監 査 等 委 員 会 に は 10 回 中 10 回
（100.0%）出席し、弁護士としての見識に基づき、
取締役の職務の執行全般にわたって適法性、適正性
の確保についての発言を適宜行っております。
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5. 会計監査人に関する事項
（1）会計監査人の名称

有限責任監査法人トーマツ

（2）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
① 当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 18,000千円
② 当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額

18,000千円
（注）１．監査等委員会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を

踏まえ、過年度の監査計画における監査項目別、階層別監査時間の実績及び報酬額の推移
並びに会計監査人の職務遂行状況を確認し、当事業年度の監査計画及び報酬額の妥当性を
検討した結果、会計監査人の報酬等について会社法第399条第１項の同意を行っておりま
す。

２．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基
づく監査の監査報酬等の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、報酬等の額
にはこれらの合計額を記載しております。

（3）会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
会計監査人が、会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められ
る場合、監査等委員会は、監査等委員全員の同意により会計監査人を解任いたし
ます。この場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後最初に招集され
る株主総会において、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。
なお、監査等委員会は会計監査人の継続監査年数等を勘案し、再任もしくは不

再任の決定を行います。

　

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
（注） 本事業報告中の記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。

また、比率は表示単位未満を四捨五入して表示しております。
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連結貸借対照表
（平成29年３月31日現在）

（単位：千円）
科目 金額 科目 金額

（資産の部） （負債の部）

流動資産 1,116,291 流動負債 486,654

現 金 及 び 預 金 774,518 未 払 金 83,797

預 け 金 50,468 未 払 費 用 145,855

売 掛 金 227,896 未 払 法 人 税 等 18,182

前 払 費 用 10,220 未 払 消 費 税 等 48,304

繰 延 税 金 資 産 35,809 繰 延 税 金 負 債 111

デ リ バ テ ィ ブ 債 権 264 前 受 金 105,784

そ の 他 17,113 賞 与 引 当 金 44,403

固定資産 630,661 デ リ バ テ ィ ブ 債 務 5,804

有 形 固 定 資 産 148,952 そ の 他 34,411

建 物 101,867 固定負債 8,378

工具、器具及び備品 47,084 退 職 給 付 に 係 る 負 債 8,378

無 形 固 定 資 産 358,793 負債合計 495,032

商 標 権 2,895 （純資産の部）

ソ フ ト ウ エ ア 235,989 株主資本 1,248,203

の れ ん 119,908 資 本 金 549,572

投資その他の資産 122,915 資 本 剰 余 金 543,472

投 資 有 価 証 券 33,665 利 益 剰 余 金 155,158

敷 金 73,847 その他の包括利益累計額 625

繰 延 税 金 資 産 11,117 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △3,830

そ の 他 4,286 為 替 換 算 調 整 勘 定 5,683

退職給付に係る調整累計額 △1,227

新株予約権 3,088

非支配株主持分 2

純資産合計 1,251,920

資産合計 1,746,953 負債・純資産合計 1,746,953
（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書

（平成
平成

28
29
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 2,587,247

売 上 原 価 829,035

売 上 総 利 益 1,758,212

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,722,012

営 業 利 益 36,199

営 業 外 収 益

受 取 利 息 66

そ の 他 1,882 1,948

営 業 外 費 用

支 払 利 息 388

為 替 差 損 6,758

持 分 法 に よ る 投 資 損 失 14,297

そ の 他 34 21,478

経 常 利 益 16,670

特 別 利 益

新 株 予 約 権 戻 入 益 6,328

持 分 変 動 利 益 22,629 28,958

特 別 損 失

減 損 損 失 21,000 21,000

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 24,628

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 20,036

法 人 税 等 調 整 額 2,678 22,714

当 期 純 利 益 1,914

非支配株主に帰属する当期純損失（△） △0

親会社株主に帰属する当期純利益 1,914

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

（平成
平成

28
29
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：千円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

当期首残高 546,472 540,372 153,244 1,240,088

当期変動額

新株の発行 3,100 3,100 　 6,200
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 　 　 1,914 1,914

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 　 　 　 　

当期変動額合計 3,100 3,100 1,914 8,114

当期末残高 549,572 543,472 155,158 1,248,203

　
その他の包括利益累計額

新株予約権 非支配株主持分 純資産合計繰延ヘッジ
損 益

為替換算
調整勘定

退職給付に係る
調整累計額

その他の
包括利益
累計額合計

当期首残高 △24,419 6,235 △1,576 △19,760 6,328 1 1,226,658

当期変動額

新株の発行 　 　 　 　 　 　 6,200
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 　 　 　 　 　 　 1,914

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 20,588 △551 349 20,386 △3,240 1 17,147

当期変動額合計 20,588 △551 349 20,386 △3,240 1 25,261

当期末残高 △3,830 5,683 △1,227 625 3,088 2 1,251,920
（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

― 18 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2017年05月24日 10時03分 $FOLDER; 18ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



貸 借 対 照 表
（平成29年３月31日現在）

（単位：千円）

科目 金額 科目 金額

（資産の部） （負債の部）

流動資産 1,131,261 流動負債 454,454

現 金 及 び 預 金 611,739 買 掛 金 4,601

預 け 金 48,016 未 払 金 95,425

売 掛 金 227,896 未 払 費 用 129,398

前 払 費 用 5,074 未 払 法 人 税 等 18,159

繰 延 税 金 資 産 26,950 未 払 消 費 税 等 47,451

短 期 貸 付 金 199,362 前 受 金 98,925

デ リ バ テ ィ ブ 債 権 264 預 り 金 10,283

そ の 他 11,956 賞 与 引 当 金 44,403

固定資産 584,307 デ リ バ テ ィ ブ 債 務 5,804

有 形 固 定 資 産 56,108 負債合計 454,454

建 物 43,791 （純資産の部）

工具、器具及び備品 12,317 株主資本 1,261,856

無 形 固 定 資 産 233,595 資 本 金 549,572

商 標 権 2,895 資 本 剰 余 金 543,472

ソ フ ト ウ エ ア 230,699 　資 本 準 備 金 543,472

投資その他の資産 294,603 利 益 剰 余 金 168,812

関 係 会 社 株 式 212,175 　そ の 他 利 益 剰 余 金 168,812

敷 金 65,589 　 繰 越 利 益 剰 余 金 168,812

繰 延 税 金 資 産 12,552 評価・換算差額等 △3,830

そ の 他 4,286 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △3,830

新株予約権 3,088

純資産合計 1,261,114

資産合計 1,715,569 負債・純資産合計 1,715,569

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

（平成
平成

28
29
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 2,551,836

売 上 原 価 804,497

売 上 総 利 益 1,747,339

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,690,746

営 業 利 益 56,592

営 業 外 収 益

受 取 利 息 2,507

そ の 他 1,233 3,741

営 業 外 費 用

支 払 利 息 324

為 替 差 損 1,635

そ の 他 24 1,985

経 常 利 益 58,348

特 別 利 益

新 株 予 約 権 戻 入 益 6,328 6,328

特 別 損 失

減 損 損 失 21,000 21,000

税 引 前 当 期 純 利 益 43,677

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 12,778

法 人 税 等 調 整 額 4,986 17,764

当 期 純 利 益 25,912

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（平成
平成

28
29
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：千円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金
株主資本
合計資本準備金 資本剰余金

合計

その他
利益剰余金 利益剰余金

合計繰越利益剰余金

当期首残高 546,472 540,372 540,372 142,899 142,899 1,229,744

当期変動額

新株の発行 3,100 3,100 3,100 　 　 6,200

当期純利益 　 　 　 25,912 25,912 25,912
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額） 　 　 　 　 　 　

当期変動額合計 3,100 3,100 3,100 25,912 25,912 32,112

当期末残高 549,572 543,472 543,472 168,812 168,812 1,261,856

評価・換算差額等
新株予約権 純資産合計

繰延ヘッジ損益 評価・換算
差額等合計

当期首残高 △24,419 △24,419 6,328 1,211,653

当期変動額

新株の発行 　 　 　 6,200

当期純利益 　 　 　 25,912
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額） 20,588 20,588 △3,240 17,348

当期変動額合計 20,588 20,588 △3,240 49,461

当期末残高 △3,830 △3,830 3,088 1,261,114

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書
　

平成29年５月19日
　

株式会社 レ ア ジ ョ ブ
　

取 締 役 会 御中
　

有限責任監査法人 ト ー マ ツ
　

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 片 岡 久 依 ㊞

　

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 森 田 健 司 ㊞

　

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社レアジョブの平成28年４月１日
から平成29年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益
計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　

連結計算書類に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算
書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結
計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが
含まれる。
　

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対す
る意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基
準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかど
うかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求
めている。
監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施され
る。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリ
スクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明する
ためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を
立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に
は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め
全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠して、株式会社レアジョブ及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間
の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
　

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。
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計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書
　

平成29年５月19日
　

株式会社 レ ア ジ ョ ブ
　

取 締 役 会 御中
　

有限責任監査法人 ト ー マ ツ
　

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 片 岡 久 依 ㊞

　

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 森 田 健 司 ㊞

　

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社レアジョブの平成28年４
月１日から平成29年３月31日までの第10期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算
書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。
　

計算書類に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類
及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽
表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部
統制を整備及び運用することが含まれる。
　

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附
属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認め
られる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細
書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに
基づき監査を実施することを求めている。
監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための
手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附
属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制
の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、
状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に
関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに
経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討
することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められ
る企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況を
すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
　

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。
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監査等委員会の監査報告書 謄本

監 査 報 告 書
　
当監査等委員会は、平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第10期事業年度における取
締役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたしま
す。
　
１．監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決
議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使
用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見
を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。
①監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、重
要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要
に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財
産の状況を調査しました。また、子会社については、子会社の取締役と意思疎通及び情報の交
換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。
②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証すると
ともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めま
した。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会
社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28
日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類
（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討い
たしました。
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２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果
①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているもの
と認めます。
②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認め
られません。
③内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部
統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき
事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　

平成29年５月24日

株式会社レアジョブ 監査等委員会
常勤監査等委員 三 原 宇 雄 ㊞
監査等委員 成 松 淳 ㊞
監査等委員 大 村 健 ㊞

（注）１．監査等委員三原宇雄、成松淳及び大村健は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に
規定する社外取締役であります。

２．当社は、平成28年６月22日開催の第９回定時株主総会の決議により、同日をもって監査
役設置会社から監査等委員会設置会社に移行しました。平成28年４月１日から上記株主
総会終結時までの状況につきましては、旧監査役会から引き継いだ内容に基づいており
ます。

以上

― 25 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2017年05月24日 10時03分 $FOLDER; 25ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



株主総会参考書類
　
議案及び参考事項
　
第１号議案 定款一部変更の件
1．提案の理由
（1）今後の事業内容の多様化に対応するため、現行定款第２条（目的）につきまし

て、事業目的を追加するものであります。
（2）上記変更に伴い、必要となる条数の調整を行うものであります。
2．変更の内容
変更の内容は以下のとおりであります。

（下線は変更部分を示します。）
現 行 定 款 変 更 案
（目的）
第2条 当会社の目的は、次のとおりと
する。
（1）～（6）（記載省略）
（新設）
（新設）
（新設）
（7）前各号に付帯する一切の事業

（目的）
第2条 当会社の目的は、次のとおりと
する。
（1）～（6）（現行どおり）
（7）留学サービスの提供及び斡旋
（8）旅行業法に基づく旅行業
（9）労働者派遣事業
（10）前各号に付帯する一切の事業
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第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件
　取締役（監査等委員である取締役を除く。）（５名）は全員、本総会終結の時をもっ
て任期満了となります。つきましては、取締役（監査等委員である取締役を除く。）５
名の選任をお願いするものであります。
　取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者は、以下のとおりであります。
候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る

当社の株式数

１

な か む ら が く

中 村 岳
（昭和55年９月11日生）

平成17年４月 株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコ
モ（現 株式会社NTTドコモ）入
社 480,000株平成20年２月 当社代表取締役

平成24年６月 当社代表取締役副社長
平成27年６月 当社代表取締役社長（現任）

２

ふ じ た と し ゆ き

藤 田 利 之
（昭和46年９月４日生）

平成７年11月 株式会社ソニークリエイティブプ
ロダクツ入社

54,400株

平成８年９月 監査法人トーマツ（現 有限責任
監査法人トーマツ）入所

平成11年３月 公認会計士登録
平成12年９月 株式会社フレームワークス入社
平成12年12月 同社取締役管理本部長
平成17年４月 株式会社KPMG FAS入社
平成21年４月 同社シニアマネージャー
平成24年４月 当社入社 当社経営企画室長
平成24年６月 当社取締役
平成27年６月 当社取締役副社長（現任）

３

か と う と も ひ さ

加 藤 智 久
（昭和55年９月８日生）

平成17年４月 モニター・グループ入社

462,800株

平成19年10月 当社代表取締役社長
平成20年10月 RareJob Philippines, Inc.取締

役社長（現任）
平成27年６月 当社代表取締役会長（現任）
平成29年２月 株式会社リップル・キッズパーク

取締役（現任）
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る

当社の株式数

４

い が ら し みき

五十嵐 幹
（昭和48年５月10日生）

平成８年４月 日本アジア投資株式会社入社

０株

平成15年４月 株式会社クロス・マーケティング設立
代表取締役社長

平成18年12月 株式会社リサーチパネル取締役
（現任）

平成23年３月 株式会社クロス・マーケティング
代表取締役社長（現任）

平成23年７月 株式会社リサーチ・アンド・ディ
ベロプメント取締役

平成23年12月 株式会社クロス・コミュニケーシ
ョン代表取締役

平成24年２月 Cross Marketing China Inc. 董
事長

平成25年６月 株式会社クロス･マーケティンググ
ループ代表取締役社長兼CEO（現
任）

平成26年１月 株式会社リサーチ・アンド・ディ
ベロプメント代表取締役（現任）

平成26年６月 当社取締役（現任）
平成27年１月 株式会社クロス・コミュニケーシ

ョン取締役会長（現任）
（重要な兼職の状況）
株式会社クロス･マーケティンググループ代表取締役社長兼CEO
株式会社クロス・マーケティング代表取締役社長
株式会社リサーチ・アンド・ディベロプメント代表取締役

５

き み わ だ たかし

君 和 田 卓 之
（昭和48年12月５日生）

平成９年４月 三井物産株式会社入社

０株

平成16年６月 米国Harvard Business School修了 （MBA）
平成25年４月 Mitsui & Co. (U.S.A.), Inc.,

General Manager, Investment
Support Department

平成27年10月 三井物産株式会社サービス事業部
ヒューマンキャピタル事業室長
（現任）

平成28年１月 米 国 The Delta Companies 取
締役（現任）

平成28年６月 当社取締役（現任）
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(注) １．各候補者と当社の間に特別の利害関係はありません。
２．五十嵐幹氏及び君和田卓之氏は社外取締役候補者であります。
３．五十嵐幹氏を社外取締役候補者とした理由は、その経歴を通じて培われた企業経営に関す
る豊富な経験と高い見識を、当社の経営強化及びコーポレート・ガバナンスの向上に活か
し、的確な助言をしていただく観点からであります。なお、同氏は現在、当社の社外取締
役でありますが、社外取締役としての在任期間は本総会終結の時をもって３年となります。

４．君和田卓之氏を社外取締役候補者とした理由は、総合商社における経歴を通じて培われた
グローバルな事業経営に関する見識を、当社の経営強化及びコーポレート・ガバナンスの
向上に活かし、的確な助言をしていただく観点からであります。なお、同氏は現在、当社
の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間は本総会終結の時をもって１年
となります。

５．当社と五十嵐幹氏及び君和田卓之氏は、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する
契約を締結しており、当該契約に基づく損害賠償責任限度額は、同法第425条第１項に定
める額を責任の限度としております。当社は、同氏が原案どおり選任された場合には、当
該契約を継続する予定であります。

６．加藤智久氏が原案どおり選任された場合には、当社は同氏との間で、当社定款に基づき責
任限定契約を締結する予定であります。

７．当社は五十嵐幹氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届
け出ております。本議案が原案どおり承認された場合、引き続き、独立役員として届け出
る予定です。

　
以上
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〈メ モ 欄〉
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〈メ モ 欄〉
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東京メトロ千代田線 明
治
神
宮
前
駅

原
宿
駅

国立代々木競技場
第一体育館

国立代々木競技場
第二体育館 京セラ原宿ビル

（１階はauショップ）

東
京
メ
ト
ロ
副
都
心
線

J
R
山
手
線

代々木公園
表参道口

出口７

ラフォーレ
原宿
ラフォーレ
原宿

東急プラザ東急プラザ

見やすく読みまちがえ
にくいユニバーサルデ
ザインフォントを採用
しています。

株主総会会場ご案内図
　

会 場 東京都渋谷区神宮前六丁目27番８号
京セラ原宿ビル２階本店会議室

　

　
交通機関
●ＪＲ原宿駅（表参道口）より徒歩９分
●東京メトロ副都心線・千代田線
　明治神宮前駅（７番出口）より徒歩３分

　
　

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2017年05月24日 10時03分 $FOLDER; 32ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）


